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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第24期

中間連結会計期間
第25期

中間連結会計期間
第24期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 (百万円) 396,391 531,452 884,638

営業利益 (百万円) 70,034 150,770 174,967

税引前中間(当期)利益 (百万円) 67,857 146,054 169,082

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 42,941 97,945 104,645

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 34,193 101,170 132,649

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 630,060 677,012 726,488

資産合計 (百万円) 1,317,038 1,529,989 1,505,337

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 46.32 106.87 112.94

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) 46.25 104.20 112.71

親会社所有者帰属持分比率 (％) 47.8 44.2 48.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 37,996 81,819 107,544

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △42,556 1,262 △77,253

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,102 △70,417 △24,931

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 50,158 79,025 66,306
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表

に基づいています。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリ

スクについての重要な変更はありません。

 
 
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績

当中間連結会計期間(2026年４月１日～2026年９月30日)において、世界経済は、中東情勢の緊迫化に伴う資源・エネ

ルギー価格の上昇や物流面への影響、米国の通商・関税政策を巡る不確実性等を背景に、不透明な状況が続きました。

企業活動を取り巻く環境も、関税措置や輸出管理・投資規制の強化等が複合的に影響し、引き続き不安定でした。一方

で、米国を中心とした活発なＡＩ関連投資が世界経済を下支えしました。国内経済は、中東情勢や米国の通商・関税政

策を巡る不透明感が続いたものの、所得環境の改善を背景に、個人消費には持ち直しの動きがみられるなど、内需を中

心に緩やかに回復しました。

円の対米ドル相場は、期初に１ドル159円で始まり、高水準の日米金利差を背景に一時164円近辺まで円安が進みまし

た。その後、日米の政策当局が円買い介入を含め円安是正の姿勢を強めたことから円高に転じるなど、不安定な動きと

なりました。当中間連結会計期間末には１ドル157円となり、期中平均では前年同期比13円安の１ドル159円となりまし

た。

銅の国際価格(ＬＭＥ〔ロンドン金属取引所〕価格)は、期初に１ポンド当たり557セントで始まり、ドル高等により下

落する局面もありましたが、銅精鉱の需給逼迫に加え、ＡＩデータセンター・電力インフラ関連需要の拡大への期待、

さらに関税政策を見込んだ米国への電気銅流入による供給逼迫等を背景に、概ね上昇基調で推移し、2026年８月17日に

は史上最高値となる１ポンド当たり674セントを記録しました。その後も、概ね高値圏で推移した結果、当中間連結会計

期間末には１ポンド当たり657セント、期中平均では前年同期比184セント高の１ポンド当たり622セントとなりました。

半導体市場は、生成ＡＩの利用拡大を背景に、データセンターや政府・企業によるＡＩ関連投資が増加し、大きく成

長しました。ＡＩサーバ向けを中心に、先端ロジックやメモリの需要が高水準で推移したほか、ネットワーク機器向け

では光通信デバイスの需要拡大もみられました。情報通信市場は、メモリの需給逼迫や価格上昇に伴う部材調達・コス

ト面での制約を受け、スマートフォンやパソコン・タブレットの出荷が前年比で減少したものの、部材調達力の高いブ

ランドの高価格帯モデルは相対的に底堅く推移しました。

このように、当社グループを取り巻く事業環境は、中東情勢をはじめとする地政学的リスクや米国の通商・関税政策

等による不確実性が継続したものの、ＡＩ関連投資の力強い拡大に支えられ、総じて堅調に推移しました。

当中間連結会計期間の連結売上高は、円安及び銅価上昇による増収効果に加え、半導体用スパッタリングターゲット

や圧延銅箔等の主力製品の増販等を主因として、前年同期比34.1％増の5,315億円となりました。営業利益は、前年同期

比807億円増の1,508億円となりました。金融収益と金融費用の純額47億円を差し引いた結果、税引前中間利益は、前年

同期比782億円増の1,461億円となり、法人所得税費用317億円を差し引いた中間利益は、前年同期比628億円増の1,143億

円となりました。なお、中間利益の内訳は、親会社の所有者に帰属する中間利益が979億円、非支配持分に帰属する中間

利益が164億円となりました。

 
セグメント別の概況は、次のとおりです。

 
［半導体材料セグメント］

ＡＩ関連需要の拡大が継続する中、データ生成量の増加に対応する大容量データ保存、データ通信高速化等のニーズ

が高まり、先端ロジック半導体やメモリ需要は高い水準で推移しました。これにより、半導体用スパッタリングター

ゲットをはじめとする主要製品の増販等を主因に、前年同期比増益となりました。

こうした状況のもと、半導体材料セグメントの当中間連結会計期間における売上高は、前年同期比33.4％増の1,109億

円となりました。営業利益は前年同期比170億円増の361億円となりました。

 
［情報通信材料セグメント］

堅調な高価格帯スマートフォン向け需要を受けた圧延銅箔の増販及びＡＩサーバ需要の急速な拡大を背景とした高機

能銅合金であるチタン銅の増販等を主因に、前年同期比増益となりました。

こうした状況のもと、情報通信材料セグメントの当中間連結会計期間における売上高は、前年同期比22.0％増の1,900
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億円となりました。営業利益は前年同期比107億円増の261億円となりました。

 
［基礎材料セグメント］

資源事業におけるチリの天候不良に伴う鉱山の減産等による減益要因があったものの、銅価等の上昇に加え、2026年

４月に実施したSCM Minera Lumina Copper Chile株式の一部譲渡に伴う譲渡益の計上等を主因に前年同期比増益となり

ました。

こうした状況のもと、基礎材料セグメントの当中間連結会計期間における売上高は、前年同期比55.6％増の2,504億円

となりました。営業利益は前年同期比551億円増の955億円となりました。

 
(2) 財政状態

①　資産 当中間連結会計期間末における資産合計は、売却目的で保有する資産等の減少はあるものの、現金及

び現金同等物、棚卸資産等の増加を主因として、前連結会計年度末比247億円増加の１兆5,300億円と

なりました。

②　負債 当中間連結会計期間末における負債合計は、転換社債型新株予約権付社債発行に伴う社債及び借入金

等の増加を主因として、前連結会計年度末比1,130億円増加の7,801億円となりました。

有利子負債残高は、前連結会計年度末比1,246億円増加の4,488億円となり、また、手元資金等を控除

したネット有利子負債は同1,119億円増加の3,698億円となりました。

③　資本 当中間連結会計期間末における資本合計は、中間利益の計上等はあったものの、自己株式の取得を主

因として、前連結会計年度末比884億円減少の7,499億円となりました。
 

 
なお、親会社所有者帰属持分比率は前連結会計年度末比4.0ポイント減少し44.2％、１株当たり親会社の所有者帰属持

分は前連結会計年度末比27.19円減少の757.25円、ネットＤ／Ｅレシオ(ネット・デット・エクイティ・レシオ)は前連結

会計年度末比0.19ポイント上昇し、0.55倍となりました。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は790億円となり、期首に比べ127億円増

加しました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりです。

 
①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、資金は818億円増加しました(前年同期は380億円の増加)。これは、棚卸資産の増加、法人所得税

の支払等の資金減少要因があったものの、税引前中間利益の計上、配当金の受取等の資金増加要因が上回ったことに

よるものです。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、資金は13億円増加しました(前年同期は426億円の減少)。これは、有形固定資産の取得等による資

金減少要因があったものの、MLCC株式の一部譲渡等の資金増加要因が上回ったことによるものです。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、資金は704億円減少しました(前年同期は31億円の減少)。これは、転換社債型新株予約権付社債発

行等による資金増加要因があったものの、自己株式取得、借入金の返済、配当金の支払等の資金減少要因が上回った

ことによるものです。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は、10,343百万円です。
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３ 【重要な契約等】

（１）株主間契約書（締結日：2026年９月８日）

三菱マテリアル株式会社が営む銅精鉱の購入及び電気銅等の販売に係る事業を、パンパシフィック・カッパー株式

会社(以下、「PPC」という。)に統合することに伴い、PPCにおける銅製錬事業(原料調達、委託製錬、製品販売等)

に関する業務提携について、新たに当社、三井金属株式会社、丸紅株式会社、三菱マテリアル株式会社及びPPCと締

結したものです。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,700,000,000

計 3,700,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間
末現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 949,183,210 949,183,210
東京証券取引所
プライム市場

株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式であ
り、単元株式数は100株とな
ります。

計 949,183,210 949,183,210 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりです。

2029年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（2026年６月３日発行）

決議年月日 2026年５月11日

新株予約権の数（個）※ 12,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式（単元株式数100株）

25,720,164　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 4,860　（注）２

新株予約権の行使期間※

自　2026年６月17日

至　2029年５月21日

（行使請求受付場所現地時間）

（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　4,860

資本組入額　2,430（注）４

新株予約権の行使の条件※ 各新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたもので

あり、本社債からの分離譲渡はできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）５

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内

容及び価額※

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社

債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同

額とする。

新株予約権付社債の残高（百万円）※ 138,437.5
 

※　本新株予約権付社債の発行時（2026年６月３日）における内容を記載しています。
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（注）１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額

（金1,250億円）を下記（注）２記載の転換価額で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の

端数は切り捨て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場

合は、当該単元未満株式は単元株式を構成する株式と同様の方法で本新株予約権付社債権者に交付され、当

社は当該単元未満株式に関して現金による精算を行わない。

２．（１）各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債

の価額は、その額面金額と同額とする。

（２）転換価額は、当初、4,860円とする。ただし、下記(３)記載の事由が生じた場合に調整される旨の定

めがある。なお、2026年11月９日開催の取締役会において、当社の中間配当金について、普通株式１

株につき10円とする剰余金配当議案が承認可決されたことに伴い、転換価額調整条項に従い、2026年

10月１日以降、転換価額は4,847.1円に調整されている。

（３）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通

株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合、下記の算式により調整される。な

お、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除

く。）の総数をいう。

 
既発行

株式数＋

発行又は

処分株式数
× １株当たりの払込金額

調整後
＝

調整前
×

時　価

転換価額 転換価額

既発行株式数＋発行又は処分株式数

 

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、一定の剰余金の配当、当社普通株式の時価を下回

る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含

む。）の発行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

３．新株予約権を行使できる期間は、2026年６月17日から2029年５月21日まで（新株予約権の行使のために本社

債が預託された場所における現地時間）とする。

ただし、①本新株予約権付社債の要項に定める130％コールオプション条項、クリーンアップ条項、税制変

更、組織再編等、上場廃止等及びスクイーズアウトによる繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業

日前の日まで（ただし、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更による繰上償還の場合において繰上償

還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②本社債の買入消却がなされる場合

は、本社債が消却される時まで、また③本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとす

る。上記いずれの場合も、2029年５月21日（新株予約権の行使のために本社債が預託された場所における現

地時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。上記にかかわらず、当社の組織再編等を行うた

めに必要であると当社が合理的に判断した場合、組織再編等の効力発生日の翌日から起算して14日以内に終

了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使することはできない。また、本新株予約権の

行使の効力が発生する日本における暦日（又は当該暦日が東京における営業日でない場合、その東京におけ

る翌営業日）が、当社の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連して株主

を確定するために定められたその他の日（以下、当社の定める基準日と併せて「株主確定日」と総称す

る。）の東京における２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、その東京に

おける３営業日前の日）（同日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京における営業日

でない場合、その東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当たる場合、本新株予約権を行使

することはできない。ただし、社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行

使に係る株式の交付に関する日本法、規制又は慣行が変更された場合、当社は、本段落による本新株予約権

を行使することができる期間の制限を、当該変更を反映するために修正することができる。

「組織再編等」とは、当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）において（ⅰ）当社と他

の会社の合併（新設合併及び吸収合併を含むが、当社が存続会社である場合を除く。以下同じ。）、（ⅱ）

資産譲渡（当社の資産の全部若しくは実質上全部の他の会社への売却若しくは移転で、その条件にしたがっ

て本新株予約権付社債に基づく当社の義務が相手先に移転若しくは承継される場合に限る。）、（ⅲ）会社

分割（新設分割及び吸収分割を含むが、本新株予約権付社債に基づく当社の義務が分割先の会社に移転若し

くは承継される場合に限る。）、（ⅳ）株式交換若しくは株式移転（当社が他の会社の完全子会社となる場

合に限る。以下同じ。）又は（ⅴ）その他の日本法上の会社再編手続で、これにより本社債及び/又は本新

株予約権に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものの承認決議が採択されることをい

う。

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め

るところにしたがって算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数

を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加

する資本金の額を減じた額とする。

５．（１）組織再編等が生じた場合、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の

要項にしたがって、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に

代わる新たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。ただし、かかる承継及び交
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付については、（ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に

構築されているか又は構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体

から見て不合理な（当社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行する

ことが可能であることを前提条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等

の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善の努力をするものとする。本（１）に記載の当

社の努力義務は、当社が受託会社に対して、承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、

理由の如何を問わず、日本の上場会社であることを当社は予想していない旨の証明書を交付する場

合、適用されない。「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債

及び/又は本新株予約権に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。

（２）上記（１）の定めにしたがって交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

① 新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数

と同一の数とする。

② 新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、承継会社等が当該

組織再編等の条件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記（ⅰ）

又は（ⅱ）に従う。なお、転換価額は上記（注）２（３）と同様の調整に服する。

（ⅰ） 一定の合併、株式交換又は株式移転の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株

予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受

領する承継会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の

新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際

して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又

は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普

通株式の数を併せて受領させる。

（ⅱ） 上記以外の組織再編等の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等

の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換

価額を定める。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の

価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記（注）３に定める本新

株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥ その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条の定めるところにしたがって算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の

額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧ 組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑨ その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

（３）当社は、上記（１）の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又

は承継させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約

権付社債の要項に従う。
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2031年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（2026年６月３日発行）

決議年月日 2026年５月11日

新株予約権の数（個）※ 12,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式（単元株式数100株）

25,720,164　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 4,860　（注）２

新株予約権の行使期間※

自　2026年６月17日

至　2031年５月20日

（行使請求受付場所現地時間）

（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　4,860

資本組入額　2,430（注）４

新株予約権の行使の条件※ 各新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたもので

あり、本社債からの分離譲渡はできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）５

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内

容及び価額※

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社

債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同

額とする。

新株予約権付社債の残高（百万円）※ 139,375
 

※　本新株予約権付社債の発行時（2026年６月３日）における内容を記載しています。

（注）１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額

（金1,250億円）を下記（注）２記載の転換価額で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の

端数は切り捨て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場

合は、当該単元未満株式は単元株式を構成する株式と同様の方法で本新株予約権付社債権者に交付され、当

社は当該単元未満株式に関して現金による精算を行わない。

２．（１）各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債

の価額は、その額面金額と同額とする。

（２）転換価額は、当初、4,860円とする。ただし、下記(３)記載の事由が生じた場合に調整される旨の定

めがある。なお、2026年11月９日開催の取締役会において、当社の中間配当金について、普通株式１

株につき10円とする剰余金配当議案が承認可決されたことに伴い、転換価額調整条項に従い、2026年

10月１日以降、転換価額は4,847.1円に調整されている。

（３）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通

株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合、下記の算式により調整される。な

お、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除

く。）の総数をいう。

 
既発行

株式数＋

発行又は

処分株式数
× １株当たりの払込金額

調整後
＝

調整前
×

時　価

転換価額 転換価額

既発行株式数＋発行又は処分株式数

 

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、一定の剰余金の配当、当社普通株式の時価を下回

る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含

む。）の発行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

３．新株予約権を行使できる期間は、2026年６月17日から2031年５月20日まで（新株予約権の行使のために本社

債が預託された場所における現地時間）とする。

ただし、①本新株予約権付社債の要項に定める130％コールオプション条項、クリーンアップ条項、税制変

更、組織再編等、上場廃止等及びスクイーズアウトによる繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業

日前の日まで（ただし、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更による繰上償還の場合において繰上償

還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②本社債の買入消却がなされる場合
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は、本社債が消却される時まで、また③本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとす

る。上記いずれの場合も、2031年５月20日（新株予約権の行使のために本社債が預託された場所における現

地時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。上記にかかわらず、当社の組織再編等を行うた

めに必要であると当社が合理的に判断した場合、組織再編等の効力発生日の翌日から起算して14日以内に終

了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使することはできない。また、本新株予約権の

行使の効力が発生する日本における暦日（又は当該暦日が東京における営業日でない場合、その東京におけ

る翌営業日）が、当社の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連して株主

を確定するために定められたその他の日（以下、当社の定める基準日と併せて「株主確定日」と総称す

る。）の東京における２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、その東京に

おける３営業日前の日）（同日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京における営業日

でない場合、その東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当たる場合、本新株予約権を行使

することはできない。ただし、社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行

使に係る株式の交付に関する日本法、規制又は慣行が変更された場合、当社は、本段落による本新株予約権

を行使することができる期間の制限を、当該変更を反映するために修正することができる。

「組織再編等」とは、当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）において（ⅰ）当社と他

の会社の合併（新設合併及び吸収合併を含むが、当社が存続会社である場合を除く。以下同じ。）、（ⅱ）

資産譲渡（当社の資産の全部若しくは実質上全部の他の会社への売却若しくは移転で、その条件にしたがっ

て本新株予約権付社債に基づく当社の義務が相手先に移転若しくは承継される場合に限る。）、（ⅲ）会社

分割（新設分割及び吸収分割を含むが、本新株予約権付社債に基づく当社の義務が分割先の会社に移転若し

くは承継される場合に限る。）、（ⅳ）株式交換若しくは株式移転（当社が他の会社の完全子会社となる場

合に限る。以下同じ。）又は（ⅴ）その他の日本法上の会社再編手続で、これにより本社債及び/又は本新

株予約権に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものの承認決議が採択されることをい

う。

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め

るところにしたがって算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数

を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加

する資本金の額を減じた額とする。

５．（１）組織再編等が生じた場合、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の

要項にしたがって、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に

代わる新たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。ただし、かかる承継及び交

付については、（ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に

構築されているか又は構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体

から見て不合理な（当社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行する

ことが可能であることを前提条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等

の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善の努力をするものとする。本（１）に記載の当

社の努力義務は、当社が受託会社に対して、承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、

理由の如何を問わず、日本の上場会社であることを当社は予想していない旨の証明書を交付する場

合、適用されない。「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債

及び/又は本新株予約権に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。

（２）上記（１）の定めにしたがって交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

① 新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数

と同一の数とする。

② 新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、承継会社等が当該

組織再編等の条件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記（ⅰ）

又は（ⅱ）に従う。なお、転換価額は上記（注）２（３）と同様の調整に服する。

（ⅰ） 一定の合併、株式交換又は株式移転の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株

予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受

領する承継会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の

新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際

して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又

は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普

通株式の数を併せて受領させる。

（ⅱ） 上記以外の組織再編等の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等

の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換

価額を定める。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の

価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。
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⑤ 新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記（注）３に定める本新

株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥ その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条の定めるところにしたがって算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の

額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧ 組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑨ その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

（３）当社は、上記（１）の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け

又は承継させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株

予約権付社債の要項に従う。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年６月１日 (注)１ 24,720,108 953,183,210 ― 75,000 97,125 157,125

2026年７月31日 (注)２ △4,000,000 949,183,210 ― 75,000 ― 157,125
 

(注)１.　東邦チタニウム株式会社との株式交換(交換比率１：0.70)による増加です。

２.　自己株式の消却による減少です。
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＥＮＥＯＳホールディングス㈱ 東京都千代田区大手町一丁目１番２号 336,254 37.53

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１号 102,398 11.42

㈱日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海一丁目８番12号 24,516 2.73

JP MORGAN CHASE BANK 385781
(常任代理人　㈱みずほ銀行決済
営業部)

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
(東京都港区港南二丁目15番１号)

8,261 0.92

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
(常任代理人　㈱みずほ銀行決済
営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南二丁目15番１号)

7,943 0.88

JPMCB USA RESIDENTS PENSION
JASDEC LEND 385051
(常任代理人　㈱みずほ銀行決済
営業部)

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,
U.S.A.
(東京都港区港南二丁目15番１号)

7,600 0.84

㈱ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 5,192 0.57

東京短資㈱ 東京都中央区日本橋室町四丁目４番10号 4,499 0.50

BNYM AS AGT/CLT 10 PERCENT
(常任代理人　㈱三菱ＵＦＪ銀
行)

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NEW YORK
10286 U.S.A.
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 決済
事業部)

4,179 0.46

ISHARES CORE MSCI EAFE ETF
(常任代理人　シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

1209 ORANGE STREET, NEW CASTLE,
WILMINGTON, DELAWARE 19801 USA
(東京都新宿区新宿六丁目27番30号)

4,170 0.46

計 ― 505,018 56.36
 

(注) １．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しています。また、発行済株式(自己株式を除く。)の総数に対す

る所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。

２．上記の他当社所有の自己株式53,304千株があります。

３. 管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託

E口)が保有する当社株式512,185株について自己株式に含めていません。また、役員向け株式交付信託(RS信

託)の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する当社株式1,325,356株について自己

株式に含めていません。

４．上記日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)の所有株式のうち、投資信託設定分は49,358千株、年金信託

設定分は695千株です。また、上記㈱日本カストディ銀行(信託口)の所有株式のうち、投資信託設定分は  

16,214千株、年金信託設定分は989千株です。

５．2026年７月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会

社及びその共同保有者である他８社が2026年６月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されている

ものの、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数を確認できませんので、上記大株主の状

況には含めていません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

ブラックロック・ジャ
パン株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 12,975 1.36

ブラックロック・アド
バイザーズ・エルエル
シー(BlackRock
Advisers, LLC)

米国　デラウェア州　ウィルミント
ン　リトル・フォールズ・ドライブ　
251

2,809 0.29

ブラックロック（ネ
ザーランド）BV
（BlackRock
(Netherlands) BV）

オランダ王国　アムステルダム　
HA1096　アムステルプレイン　１

1,310 0.14

ブラックロック・ファ
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ンド・マネージャー
ズ・リミテッド
（BlackRock Fund
Managers Limited）

〒EC2N　2DL　英国　ロンドン市　ス
ログモートン・アベニュー12

1,014 0.11

ブラックロック（ルク
センブルク）エス・
エー（BlackRock
(Luxembourg) S.A.）

ルクセンブルク大公国　L-1855　J.F.
ケネディ通り　35A

2,978 0.31

ブラックロック・ア
セット・マネジメン
ト・アイルランド・リ
ミテッド(BlackRock
Asset Management
Ireland Limited)

〒4　D04 YW83　アイルランド共和
国　ダブリン　ボールスブリッジ　
ボールスブリッジパーク 2 　1階

4,898 0.51

ブラックロック・ファ
ンド・アドバイザーズ
(BlackRock Fund
Advisors)

米国　カリフォルニア州　サンフラン
シスコ市　ハワード・ストリート　
400

13,275 1.39

ブラックロック・イン
スティテューショナ
ル・トラスト・カンパ
ニー、エヌ．エイ．
(BlackRock
Institutional Trust
Company, N.A.)

米国　カリフォルニア州　サンフラン
シスコ市　ハワード・ストリート　
400

7,306 0.76

ブラックロック・イン
ベストメント・マネジ
メント（ユーケー）リ
ミテッド(BlackRock
Investment
Management (UK)
Limited)

〒EC2N 2DL　英国　ロンドン市　スロ
グモートン・アベニュー 12

3,177 0.33
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 普通株式

53,304,600
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,924,413
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式であり、単元株式数
は100株となります。

892,441,300

単元未満株式
普通株式

― ―
3,437,310

発行済株式総数 949,183,210 ― ―

総株主の議決権 ― 8,924,413 ―
 

(注)１.　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)の信

託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する当社株式512,100株(議決権5,121個)及び

役員向け株式交付信託(RS信託)の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する当社株

式1,325,300株(議決権13,253個)が含まれています。

   ２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する当社株式85株及び役員向け株式交付信託(RS信託)の

信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する当社株式56株が含まれています。

３.　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,600株(議決権56

    個)含まれています。

 
② 【自己株式等】

   2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ＪＸ金属株式会社

東京都港区虎ノ門二丁目10
番４号

53,304,600 ― 53,304,600 5.62

計 ― 53,304,600 ― 53,304,600 5.62
 

(注)　管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E

口)が保有する当社株式512,185株は、上記自己株式等には含まれていません。また、役員向け株式交付信託(RS

信託)として、株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する当社株式1,325,356株は、上記自己株式等には

含まれていません。

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第

34号」という。)に準拠して作成しています。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けています。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 10 66,306 79,025

営業債権及びその他の債権 10 164,237 169,442

棚卸資産 ７ 345,075 405,512

その他の金融資産 10 1,802 7,735

その他の流動資産  24,294 14,818

売却目的で保有する資産 ８ 21,480 －

流動資産合計  623,194 676,532

    

非流動資産    

有形固定資産  406,816 404,446

のれん  8,477 8,467

無形資産  18,654 17,952

持分法で会計処理されている投資 ８ 372,153 351,447

その他の金融資産 10 55,739 61,632

繰延税金資産  16,107 4,564

その他の非流動資産  4,197 4,949

非流動資産合計  882,143 853,457

資産合計  1,505,337 1,529,989
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 10 119,703 109,773

借入金 10 145,976 46,954

リース負債 10 2,820 2,506

未払法人所得税  21,921 25,307

その他の金融負債 10 7,123 3,090

引当金  4,248 2,835

その他の流動負債  49,864 45,358

流動負債合計  351,655 235,823

    

非流動負債    

社債及び借入金 ９、10 178,274 401,866

リース負債 10 14,774 13,433

その他の金融負債 10 16,157 15,794

退職給付に係る負債  26,102 27,058

引当金  54,014 55,800

繰延税金負債  22,905 26,249

その他の非流動負債  3,198 4,091

非流動負債合計  315,424 544,291

負債合計  667,079 780,114

    

資本    

資本金 11 75,000 75,000

資本剰余金 11 46,409 98,457

利益剰余金  518,498 593,767

自己株式 11 △2,219 △183,068

その他の資本の構成要素  88,800 92,856

親会社の所有者に帰属する持分合計  726,488 677,012

非支配持分  111,770 72,863

資本合計  838,258 749,875

負債及び資本合計  1,505,337 1,529,989
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

    

売上高 ６,13 396,391 531,452

売上原価  302,993 400,226

売上総利益  93,398 131,226

販売費及び一般管理費  52,025 57,852

持分法による投資利益  30,768 61,766

その他の収益 ８,14 1,936 21,873

その他の費用 14 4,043 6,243

営業利益 ６ 70,034 150,770

金融収益  1,549 1,126

金融費用  3,726 5,842

税引前中間利益  67,857 146,054

法人所得税費用 ３ 16,381 31,732

中間利益  51,476 114,322

    

中間利益の帰属    

親会社の所有者  42,941 97,945

非支配持分  8,535 16,377

中間利益  51,476 114,322

    

   （単位：円）

１株当たり中間利益    

基本的１株当たり中間利益 15 46.32 106.87

希薄化後１株当たり中間利益 15 46.25 104.20
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【要約中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

    

中間利益  51,476 114,322

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
10 1,415 515

確定給付制度の再測定  △20 14

持分法適用会社におけるその他の包括利益  168 △2

合計  1,563 527

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の為替換算差額  △2,698 △6,835

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △4,007 5,557

持分法適用会社におけるその他の包括利益  △4,260 2,755

合計  △10,965 1,477

その他の包括利益合計  △9,402 2,004

中間包括利益  42,074 116,326

    

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  34,193 101,170

非支配持分  7,881 15,156

中間包括利益  42,074 116,326
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

      その他の資本の構成要素

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
金融資産

キャッシュ
・フロー・
ヘッジ

2025年４月１日残高  75,000 48,093 432,121 △1,000 4,751 △700

中間利益  － － 42,941 － － －

その他の包括利益  － － － － 1,582 △8,219

中間包括利益合計  － － 42,941 － 1,582 △8,219

自己株式の取得 11 － － － △1,500 － －

剰余金の配当 12 － － △16,712 － － －

株式報酬取引  － △42 － 256 － －

非支配株主との資本取引等  － － － － － －

利益剰余金への振替  － － 22 － △47 －

非金融資産等への振替  － － － － － △411

その他の増減 11 － △1,021 － － － －

所有者との取引額等合計  － △1,063 △16,690 △1,244 △47 △411

2025年９月30日残高  75,000 47,030 458,372 △2,244 6,286 △9,330
 

 

  その他の資本の構成要素    

 注記
在外営業活動体
の為替換算差額

確定給付制度の
再測定

合計
親会社の所有者
に帰属する持分

合計
非支配持分 資本合計

2025年４月１日残高  57,032 － 61,083 615,297 96,457 711,754

中間利益  － － － 42,941 8,535 51,476

その他の包括利益  △2,086 △25 △8,748 △8,748 △654 △9,402

中間包括利益合計  △2,086 △25 △8,748 34,193 7,881 42,074

自己株式の取得 11 － － － △1,500 － △1,500

剰余金の配当 12 － － － △16,712 △650 △17,362

株式報酬取引  － － － 214 － 214

非支配株主との資本取引等  － － － － △149 △149

利益剰余金への振替  － 25 △22 － － －

非金融資産等への振替  － － △411 △411 － △411

その他の増減 11 － － － △1,021 133 △888

所有者との取引額等合計  － 25 △433 △19,430 △666 △20,096

2025年９月30日残高  54,946 － 51,902 630,060 103,672 733,732
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

      その他の資本の構成要素

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
金融資産

キャッシュ
・フロー・
ヘッジ

2026年４月１日残高  75,000 46,409 518,498 △2,219 10,902 △1,167

中間利益  － － 97,945 － － －

その他の包括利益  － － － － 341 8,323

中間包括利益合計  － － 97,945 － 341 8,323

自己株式の取得 11 － － － △194,891 － －

自己株式の処分  － － － 1 － －

自己株式の消却 11 － △13,604 － 13,604 － －

転換社債型新株予約権付社
債の発行

 － 35,376 － － － －

剰余金の配当 12 － － △23,212 － － －

株式報酬取引  － 29 － 437 － －

非支配株主との資本取引等 11 － 30,504 － － － －

利益剰余金への振替  － － 536 － △522 －

非金融資産等への振替  － － － － － 1,367

その他の増減 11 － △257 － － － －

所有者との取引額等合計  － 52,048 △22,676 △180,849 △522 1,367

2026年９月30日残高  75,000 98,457 593,767 △183,068 10,721 8,523
 

 

  その他の資本の構成要素    

 注記
在外営業活動体
の為替換算差額

確定給付制度の
再測定

合計
親会社の所有者
に帰属する持分

合計
非支配持分 資本合計

2026年４月１日残高  79,065 － 88,800 726,488 111,770 838,258

中間利益  － － － 97,945 16,377 114,322

その他の包括利益  △5,453 14 3,225 3,225 △1,221 2,004

中間包括利益合計  △5,453 14 3,225 101,170 15,156 116,326

自己株式の取得 11 － － － △194,891 － △194,891

自己株式の処分  － － － 1 － 1

自己株式の消却 11 － － － － － －

転換社債型新株予約権付社
債の発行

 － － － 35,376 － 35,376

剰余金の配当 12 － － － △23,212 △23,036 △46,248

株式報酬取引  － － － 466 － 466

非支配株主との資本取引等 11 － － － 30,504 △30,608 △104

利益剰余金への振替  － △14 △536 － － －

非金融資産等への振替  － － 1,367 1,367 － 1,367

その他の増減 11 － － － △257 △419 △676

所有者との取引額等合計  － △14 831 △150,646 △54,063 △204,709

2026年９月30日残高  73,612 － 92,856 677,012 72,863 749,875
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前中間利益  67,857 146,054

減価償却費及び償却費  21,505 25,342

固定資産売却損益（△は益）  △42 △78

受取利息及び受取配当金  △1,570 △1,659

支払利息  3,597 5,262

為替差損益（△は益）  74 430

持分法による投資損益（△は益）  △30,768 △61,766

関係会社株式売却損益（△は益） 14 － △19,078

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増
加）

 △8,079 1,658

棚卸資産の増減額（△は増加）  △7,088 △60,149

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減
少）

 △1,343 △3,305

未払又は未収消費税等の増減額  504 3,826

引当金の増減額（△は減少）  △1,689 △2,314

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  877 843

その他  1,861 622

利息の受取額  730 692

配当金の受取額  11,540 80,949

利息の支払額  △2,833 △2,674

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払額）  △17,137 △32,836

営業活動によるキャッシュ・フロー  37,996 81,819

投資活動によるキャッシュ・フロー    
投資有価証券の取得による支出  △109 △5,467

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △41,458 △31,093

有形固定資産及び無形資産の売却による収入  67 115

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
取得による支出

 △830 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入

 1,457 1,622

持分法で会計処理されている投資の
売却による収入

８ － 37,749

その他  △1,683 △1,664

投資活動によるキャッシュ・フロー  △42,556 1,262

財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額（△は減少）  △2,991 △99,585

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

 20,000 －

長期借入れによる収入  5,251 －

長期借入金の返済による支出  △4,475 △4,894

社債の発行による収入 ９ － 277,550

リース負債の返済による支出  △1,895 △1,764

配当金の支払額 12 △16,712 △23,212

非支配持分への配当金の支払額  △650 △23,036

自己株式の取得による支出 11 △1,500 △194,891

その他  △130 △585

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,102 △70,417

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △7,662 12,664

現金及び現金同等物の期首残高  58,316 66,306

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響  △496 55

現金及び現金同等物の中間期末残高  50,158 79,025
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

ＪＸ金属株式会社(以下、「当社」という。)は、日本に所在する企業です。当社の当中間連結会計期間(2026年４月

１日から2026年９月30日まで)の要約中間連結財務諸表は、当社及び子会社(以下、「当社グループ」という。)並びに

関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されており、2026年11月９日に代表取締役社長　林　陽一によっ

て承認されています。

当社グループの主な事業内容は、注記６．「セグメント情報」に記載しています。

 

２．作成の基礎

(1) 要約中間連結財務諸表がIFRSに準拠している旨

当社の要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を

満たしており、同規則第312条の規定によりIAS第34号に準拠して作成しています。

要約中間連結財務諸表は、年度の連結財務諸表で要求される全ての情報を含んでいないため、前連結会計年度の

連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

 
(2) 機能通貨及び表示通貨

要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円(百万円単位、単位未満四捨五入)で表示しています。

 
(3) 表示方法の変更

　（要約中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「投資有価証

券の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間から区分掲記しています。

また、前中間連結会計期間において、独立掲記していた「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「短期貸付金

の純増減額（△は増加）」は金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表示

しています。

これらの表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の要約中間連結キャッシュ・フロー計算書の組

み替えを行っています。

この結果、前中間連結会計期間の要約中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に表示していた△109百万円は、「投資有価証券の取得による支出」として組み替えて

います。また、前中間連結会計期間の要約中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「短期貸付金の純増減額（△は増加）」に表示していた△573百万円は、「その他」として組み替

えています。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループが要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表において適用した会計方針と同様です。なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率

を基に算定しています。

 

４．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループは、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いています。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び利用

可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づ

いています。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があり

ます。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しています。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積りを

見直した期間及び将来の期間において認識しています。

要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び判断は、原則として前連結会計年度に係る連結財務諸表

と同様です。

 
５．企業結合

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)
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重要な企業結合がないため、記載を省略しています。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

重要な企業結合がないため、記載を省略しています。
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６．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社

の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象です。

当社グループでは、当社において設置された製品・サービス別の事業セグメントが、取り扱う製品・サービスに

ついて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しています。

したがって、当社グループは、製品・サービス別の事業セグメントから構成されていますが、製品・サービスの

特性及び販売市場の類似性に基づき、複数の事業セグメントを集約したうえで、「半導体材料」、「情報通信材

料」及び「基礎材料」の３つを報告セグメントとし、他の事業セグメントを「その他」としています。

各報告セグメント区分の主な製品・サービス又は事業内容は、次のとおりです。

 
半導体材料 半導体用スパッタリングターゲット、化合物半導体・結晶材料、塩化物等の製造・販売

情報通信材料 圧延銅箔、チタン銅、超微粉ニッケル、電磁波シールドフィルム、電線等の製造・販売

基礎材料 リサイクル原料の集荷・販売、電気銅の受託製錬、貴金属等の製造・販売・受託製錬
 

 
 

(2) 報告セグメントの情報

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

      (単位：百万円)

 半導体材料
情報通信
材料

基礎材料
報告

セグメント
合計

その他
調整額
（注５）

要約中間
連結財務
諸表計上額

売上高        

外部顧客への売上高（注２） 82,952 153,723 158,503 395,178 1,213 － 396,391

セグメント間の内部売上高又
は振替高（注３）

169 1,950 2,474 4,593 3,665 △8,258 －

計 83,121 155,673 160,977 399,771 4,878 △8,258 396,391

セグメント利益又は損失(△)
（注４）

19,026 15,349 40,430 74,805 △271 △4,500 70,034

金融収益       1,549

金融費用       3,726

税引前中間利益       67,857
 

(注) １．報告セグメントの会計方針は、連結財務諸表作成における会計方針と同一です。

２．外部顧客への売上高には、顧客との契約から生じた収益及びその他の源泉から生じた収益が含まれていま

す。詳細については、注記13．「売上収益」に記載しています。

３．報告セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいています。

４．セグメント利益又は損失は、要約中間連結損益計算書における営業利益で表示しています。

５．セグメント利益又は損失の調整額△4,500百万円には、各報告セグメント及び「その他」の区分に配分して

いない全社収益・全社費用の純額△4,653百万円が含まれています。
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

      (単位：百万円)

 半導体材料
情報通信
材料

基礎材料
報告

セグメント
合計

その他
調整額
（注５）

要約中間
連結財務
諸表計上額

売上高        

外部顧客への売上高（注２） 110,332 186,711 232,370 529,413 2,039 － 531,452

セグメント間の内部売上高又
は振替高（注３）

560 3,266 18,079 21,905 1,389 △23,294 －

計 110,892 189,977 250,449 551,318 3,428 △23,294 531,452

セグメント利益又は損失(△)
（注４）

36,069 26,074 95,512 157,655 △1,587 △5,298 150,770

金融収益       1,126

金融費用       5,842

税引前中間利益       146,054
 

(注) １．報告セグメントの会計方針は、連結財務諸表作成における会計方針と同一です。

２．外部顧客への売上高には、顧客との契約から生じた収益及びその他の源泉から生じた収益が含まれていま

す。詳細については、注記13．「売上収益」に記載しています。

３．報告セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいています。

４．セグメント利益又は損失は、要約中間連結損益計算書における営業利益で表示しています。

５．セグメント利益又は損失の調整額△5,298百万円には、各報告セグメント及び「その他」の区分に配分して

いない全社収益・全社費用の純額△4,068百万円が含まれています。

 
７．棚卸資産

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における棚卸資産の評価減の金額(△は戻入金額)は、それぞれ7百万円

及び485百万円です。

 
８．売却目的で保有する非流動資産又は処分グループ

SCM Minera Lumina Copper Chile

当社は、「ＪＸ金属グループ2040年長期ビジョン」の達成に向け、いずれも基礎材料セグメントに属する、当社が

30％保有していたSCM Minera Lumina Copper Chile(以下、「MLCC」という。)の株式の５％および当社グループが保

有するフロンテラ地域における銅鉱山開発プロジェクト(以下、「フロンテラプロジェクト」という。)の権益につい

て、LMC Caserones SpAへと売却することを2026年３月10日の当社取締役会において決定しました。これに伴い、当社

とLundin社で売却に関する契約を締結したことに基づき、前連結会計年度において、売却対象のMLCC株式およびフロ

ンテラプロジェクト権益を売却目的保有の処分グループとして分類していましたが、当中間連結会計期間において、

当該株式および権益の売却が完了したことから、当該株式および権益の認識を中止しています。当該株式および権益

の売却完了時に関係会社株式売却益19,078百万円を要約中間連結損益計算書の「その他の収益」に計上しています。

当該売却による受取対価は、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書の「持分法で会計処理されている投資の売却に

よる収入」に含まれています。

なお、当社は売却後もMLCC株式について持分の25％を保有しており、継続して持分法で会計処理されている投資に

区分しています。

 
株式会社丸運

当社は、その他セグメントに属する持分法適用会社である株式会社丸運(以下、「丸運」という。)の株式を38.23％

保有していましたが、丸運の非公開化に係る一連の取引に関連して、2025年11月13日付でセンコーグループホール

ディングス株式会社(以下、「センコー」という。)との間で株主間契約および不応募契約を締結しました。

2026年３月６日にセンコーによる公開買付けが終了し、その後のスクイーズアウト手続および丸運による自己株式

取得の実施が確実となったことから、当社は前連結会計年度において、売却対象となる丸運株式を持分法で会計処理

されている投資から売却目的保有に分類していましたが、当中間連結会計期間において当該株式の売却が完了したこ

とから、当社は当該株式の認識を中止しています。

なお、当社は売却後も丸運株式について、持分の20％を保有しており、継続して持分法で会計処理されている投資
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に区分しています。

 
９．社債

当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

発行した社債は以下のとおりです。

会社名 銘柄 発行年月日
額面金額

（百万円）

利率

(％)
担保 償還期限

当社
2029年満期ユーロ円建転換社債型新株

予約権付社債

2026年６月３日

(ロンドン時間)
125,000 - なし

2029年６月４日

(ロンドン時間)

当社
2031年満期ユーロ円建転換社債型新株

予約権付社債

2026年６月３日

(ロンドン時間)
125,000 - なし

2031年６月３日

(ロンドン時間)
 

 
 
 

EDINET提出書類

ＪＸ金属株式会社(E01081)

半期報告書

28/41



 

10．金融商品

(1) 金融商品の分類

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

金融資産     

償却原価で測定する金融資産     

現金及び現金同等物  66,306  79,025

営業債権及びその他の債権  149,375  153,419

その他の金融資産  29,760  29,154

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

営業債権及びその他の債権  14,862  16,023

その他の金融資産（デリバティブ） (注１) 2,529 (注１) 7,486

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

    

その他の金融資産（株式）  25,252  32,727

合計  288,084  317,834

金融負債     

償却原価で測定する金融負債     

営業債務及びその他の債務  119,703  109,773

社債及び借入金  324,250  448,820

リース負債  17,594  15,939

その他の金融負債 (注２) 16,883 (注２) 16,536

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

その他の金融負債（デリバティブ）  6,397  2,348

合計  484,827  593,416
 

(注) １．非支配株主に対して有する買建コール・オプションが、前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、

それぞれ734百万円及び713百万円含まれています。

２．子会社であるTANIOBIS GmbHの非支配株主へ付与した売建プット・オプションが前連結会計年度及び当中間

連結会計期間において、それぞれ13,427百万円及び12,976百万円含まれています。

 
(2) 公正価値の算定方法

①　償却原価で測定する金融商品の帳簿価額及び公正価値

   （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融負債     
社債及び借入金 324,250 320,028 448,820 438,193

 

 
公正価値の算定方法は以下のとおりです。

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

これらは満期又は決済までの期間が短期であるため、帳簿価額と公正価値はほぼ同額です。

 
社債

転換社債型新株予約権付社債の社債部分の公正価値は、転換オプションが無い類似した社債の利率を用いて、

将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引くことにより見積っています。当該見積りは観察可能なインプット

の利用により、レベル２に分類しています。
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借入金

当社グループの借入金の公正価値は、類似した負債を当社グループが新たに借入れる場合に適用される利率を

用いて、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引くことにより見積っています。当該見積りは観察可能なイ

ンプットの利用により、レベル２に分類しています。

 
非支配株主に付与した売建プット・オプション

売建プット・オプションは償還金額の現在価値で計上しています。償還金額は、引き換えに受領する株式の公

正価値に基づき算定しており、帳簿価額とほぼ同額です。

 
②　公正価値で測定される金融商品

当社グループは、公正価値の測定に使用されるインプットの市場における観察可能性に応じて、公正価値のヒ

エラルキーを以下の３つのレベルに区分しています。

レベル１：　活発な市場における同一資産又は同一負債の無調整の公表価格

レベル２：　レベル１に属さない直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価値

レベル３：　重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

 
経常的に公正価値で測定する金融商品は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度(2026年３月31日)

   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

経常的な公正価値測定     
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     
営業債権及びその他の債権 － 14,862 － 14,862

その他の金融資産（デリバティブ） － 1,795 734 2,529

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
    

その他の金融資産（株式） 16,440 － 8,812 25,252

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     
その他の金融負債（デリバティブ） － 6,397 － 6,397

 

 
当中間連結会計期間(2026年９月30日)

   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

経常的な公正価値測定     
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     
営業債権及びその他の債権 － 16,023 － 16,023

その他の金融資産（デリバティブ） － 6,773 713 7,486

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
    

その他の金融資産（株式） 23,079 － 9,648 32,727

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     
その他の金融負債（デリバティブ） － 2,348 － 2,348
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当社グループは、振替の原因となった事象又は状況の変化が認められた時点で、公正価値ヒエラルキーのレベ

ル間振替を行っています。なお、前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、レベル１、２間の重要な振

替はありません。

 
公正価値の算定方法は以下のとおりです。

 
営業債権及びその他の債権

組込デリバティブを一体として処理している営業債権及びその他の債権については、将来の一定期間のＬＭＥ

銅価格に基づき公正価値を算定しており、これらはレベル２に区分しています。

 
その他の金融資産(デリバティブ)、その他の金融負債(デリバティブ)

デリバティブのうち、為替予約については、期末日の先物為替相場に基づき公正価値を算定しています。金利

スワップについては、将来キャッシュ・フローを満期日までの期間及び期末日の利率により割り引いた現在価値

により算定しています。商品デリバティブは、一般に公表されている期末指標価格等に基づき公正価値を算定し

ています。これらのデリバティブは全てレベル２に区分しています。

非支配株主に対して有する買建コール・オプションの公正価値については、対象となる株式の公正価値や満期

までの期間、ボラティリティ等のインプットを用いて、二項モデルに基づき計算しており、レベル３に該当しま

す。

 
その他の金融資産(株式)

上場株式は、期末日の市場の終値に基づく無調整の相場価格を用いて評価しており、レベル１に区分していま

す。非上場株式については、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法等、適切な評価技法を用いて公正価

値を算定しており、レベル３に区分しています。

 
③　レベル３に分類された金融商品

レベル３に分類されたその他の金融資産(デリバティブ)の増減は、以下のとおりです。

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

(自　2025年４月１日　

　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日　
　至　2026年９月30日)

期首残高 648 734

その他増減 50 △21

期末残高 698 713
 

 
レベル３に分類されたその他の金融資産(株式)の増減は、以下のとおりです。

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

(自　2025年４月１日　

　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日　
　至　2026年９月30日)

期首残高 1,844 8,812

その他の包括利益に含まれている利得及び損失 △2 △27

購入 88 －

売却 △7 －

その他増減 － 863

期末残高 1,923 9,648
 

(注)　その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、要約中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益を

通じて公正価値で測定する金融資産」に含まれています。

 
当社の方針に基づき、レベル３に区分した非上場株式の公正価値は、当該株式を直接保有するグループ各社に

おいて測定しています。公正価値の算定に当たっては、当社が策定し更新した評価方針、評価モデルに基づき、

個々の評価対象先の事業内容等を定期的にモニタリングすることにより、その妥当性を継続的に検証していま

す。
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11．資本及びその他の資本項目

(1) 資本金及び自己株式

授権株式数、発行済株式数及び自己株式数の増減は、以下のとおりです。

 
前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

 授権株式数
（千株）

発行済株式数
（千株）

自己株式数
(千株)

2025年３月31日  3,700,000  928,463  1,220

増減  －  －  1,147

2025年９月30日  3,700,000  928,463  2,367
 

(注) １．当社の発行する株式は、無額面普通株式です。

２．発行済株式は、全額払込済です。

３．発行済株式は、１株当たり１つの配当請求権及び１単元株式当たり１つの議決権を有しています。

４．自己株式には、管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)が保有する当社株式及び役員向け株式

交付信託(RS信託)が保有する当社株式が含まれます。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

 授権株式数
（千株）

発行済株式数
（千株）

自己株式数
(千株)

2026年３月31日  3,700,000  928,463  2,337

増減  － (注５) 20,720 (注６) 52,805

2026年９月30日  3,700,000  949,183  55,142
 

(注) １．当社の発行する株式は、無額面普通株式です。

２．発行済株式は、全額払込済です。

３．発行済株式は、１株当たり１つの配当請求権及び１単元株式当たり１つの議決権を有しています。

４．自己株式には、管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)が保有する当社株式及び役員向け株式

交付信託(RS信託)が保有する当社株式が含まれます。

５．主な要因は、東邦チタニウム株式会社の完全子会社化に伴う株式交換による増加24,720千株及び、2026年７

月31日に実施した自己株式の消却による減少4,000千株です。

６．主な要因は、市場買付による増加57,300千株及び、2026年７月31日に実施した自己株式の消却による減少

4,000千株です。

 
(2) 非支配株主へ付与した売建プット・オプション

当社グループでは非支配株主へ付与した売建プット・オプションの償還金額の現在価値を金融負債として認識す

るとともに、プット・オプションの対象である非支配持分の認識を中止し、それらの差額を資本剰余金に含めてい

ます。前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間において資本剰余金に含めた金額は、それぞれ△1,030百万円及

び692百万円です。
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12．配当金

(1) 配当金の支払額

 配当金の支払額は、以下のとおりです。

 

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

決議 株式の種類
配当の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 16,712 18.00 2025年３月31日 2025年６月30日
 

(注)　配当金の総額には、管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)が保有する当社株式に対する配当金22

百万円が含まれています。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

決議 株式の種類
配当の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 23,212 25.00 2026年３月31日 2026年６月29日
 

(注)　配当金の総額には、管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)が保有する当社株式に対する配当金22

百万円及び役員向け株式交付信託(RS信託)が保有する当社株式に対する配当金37百万円が含まれています。

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるものは、

以下のとおりです。

 

決議 株式の種類
配当の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年11月９日
取締役会

普通株式 8,959 10.00 2026年９月30日 2026年12月９日
 

(注)　配当金の総額には、管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)が保有する当社株式に対する配当金５

百万円及び役員向け株式交付信託(RS信託)が保有する当社株式に対する配当金13百万円が含まれています。
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13．売上収益

当社グループは売上高を顧客の所在地を基礎とした地域別に分解しています。分解した地域別の売上高と報告セグ

メントとの関係は以下のとおりです。

 
　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

    (単位：百万円)

地域
半導体
材料

情報通信
材料

基礎
材料

その他 合計

日本 12,417 73,775 155,609 1,168 242,969

アジア

中国 5,905 24,294 26 45 30,270

台湾 21,805 11,061 61 － 32,927

他アジア 15,761 26,436 24 － 42,221

米国 19,724 13,700 721 － 34,145

その他 7,340 4,457 2,062 － 13,859

合計 82,952 153,723 158,503 1,213 396,391
 

(注) グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。

 
　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

    (単位：百万円)

地域
半導体
材料

情報通信
材料

基礎
材料

その他 合計

日本 17,061 93,196 228,824 1,686 340,767

アジア

中国 6,972 30,752 － 18 37,742

台湾 32,392 13,641 － － 46,033

他アジア 22,072 27,651 38 232 49,993

米国 22,652 16,468 911 103 40,134

その他 9,183 5,003 2,597 － 16,783

合計 110,332 186,711 232,370 2,039 531,452
 

(注) グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。

 
①　半導体材料

半導体材料セグメントにおいては、半導体用スパッタリングターゲットや化合物半導体・結晶材料等の半導体

材料の販売を行っています。これらの販売は、製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち製品を顧客へ引き渡

した時点で、製品の法的所有権、物的占有権、製品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が移転し、顧客から

製品の対価を受け取る権利を得るため、その時点で収益を認識します。また収益は、顧客との契約による取引価

格に基づき認識しており、取引の対価は製品の引き渡し後概ね３か月以内に受け取るため、重大な金融要素を含

んでいません。

 
②　情報通信材料

情報通信材料セグメントにおいては、圧延銅箔、チタン銅、超微粉ニッケル、電磁波シールドフィルム、電線

等の情報通信材料の販売を行っています。これらの販売は、製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち製品を

顧客へ引き渡した時点で、製品の法的所有権、物的占有権、製品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が移転

し、顧客から製品の対価を受け取る権利を得るため、その時点で収益を認識します。また収益は、顧客との契約

による取引価格に基づき認識しており、取引の対価は製品の引き渡し後概ね３か月以内に受け取るため、重大な

金融要素を含んでいません。
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③　基礎材料

基礎材料セグメントにおいては、リサイクル原料、貴金属等の販売、電気銅、貴金属等の受託製錬を行ってい

ます。リサイクル原料、貴金属等の販売は、製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち製品を顧客へ引き渡し

た時点で、製品の法的所有権、物的占有権、製品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が移転し、顧客から製

品の対価を受け取る権利を得るため、履行義務が充足されると判断し、その時点で収益を認識します。また、電

気銅、貴金属等の受託製錬は、当該受託業務が完了し顧客に受け入れられた時点で、顧客から対価を受け取る権

利を得るため、履行義務が充足されると判断し、その時点で収益を認識します。これらの販売及び受託製錬にお

ける収益は、顧客との契約による取引価格に基づき認識しており、取引の対価は履行義務の充足後概ね３か月以

内に受け取るため、重大な金融要素を含んでいません。

なお、リサイクル原料の販売契約の一部には出荷時の仮価格条項が含まれており、最終的な価格は将来の一定

期間のロンドン金属取引所(ＬＭＥ)の銅価格の月平均市場価格に基づき決定されます。このような仮価格販売

は、価格決定月を限月とした商品先渡の性質を有する販売契約と考えられ、主契約をリサイクル原料の販売とす

る組込デリバティブを含んでいます。出荷後の価格精算過程に関連した当該組込デリバティブは、主契約の対象

が金融資産のため、IFRS第９号に従い、主契約から分離することなく、一体のものとして会計処理します。仮価

格販売に係る収益は、受取対価の公正価値を出荷時の市場価格に基づき見積ったうえで認識し、報告期間の末日

において再見積りを行います。出荷時点と報告期間の末日における公正価値の差額は収益の調整額として認識

し、当該リサイクル原料の収益は、顧客により支払われる金属の市場価値から加工料を控除した金額で認識しま

す。
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14．その他の収益及び費用

(1) その他の収益

その他の収益の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

関係会社株式売却益 － 19,078

固定資産売却益 46 107

その他 1,890 2,688

その他の収益合計 1,936 21,873
 

 

(2) その他の費用

その他の費用の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

環境対策費用 2,613 2,203

固定資産除売却損 518 614

為替差損 782 1,790

その他 130 1,636

その他の費用合計 4,043 6,243
 

EDINET提出書類

ＪＸ金属株式会社(E01081)

半期報告書

36/41



 

15．１株当たり中間利益

親会社の所有者に帰属する１株当たり中間利益は次の情報に基づき計算しています。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

親会社の所有者に帰属する中間利益（百万円） 42,941 97,945

期中平均普通株式数（千株） 927,008 916,502

希薄化効果の影響：株式報酬(千株) 1,455 2,138

希薄化効果の影響：転換社債型新株予約権付社債(千株) － 33,731

希薄化後期中平均普通株式数(千株) 928,463 952,371

１株当たり中間利益（円）：   
基本的１株当たり中間利益(円) 46.32 106.87

希薄化後１株当たり中間利益(円) 46.25 104.20
 

(注)　管理職従業員を対象とした株式給付信託(J-ESOP-RS)が保有する当社株式及び役員向け株式交付信託(RS信託)が

保有する当社株式を自己株式として処理していることから、１株当たり中間利益の算定において、期中平均普

通株式数から当該株式数を控除しています。

 
 
16．偶発負債

保証債務

子会社以外の会社の金融機関からの借入等に対し、債務保証等を行っています。前連結会計年度及び当中間連結

会計期間の債務保証等の残高はそれぞれ50,072百万円、53,971百万円になります。

 
17．後発事象

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＪＸ金属株式会社(E01081)

半期報告書

37/41



２ 【その他】

(1) 決算日後の状況

特記事項はありません。

 

(2) 訴訟等

特記事項はありません。

 

(3) 配当についての決議

2027年３月期(2026年４月１日から2027年３月31日まで)中間配当については、2026年11月９日開催の取締役会に

おいて、2026年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しまし

た。

①中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,959百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　  10.00円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　 　 2026年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

２０２６年１１月９日

ＪＸ金属株式会社

取締役会　御中

 
EY新日本有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　村　裕　輔  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 稻　吉　　　崇  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 脇　野　　　守  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪＸ金属株

式会社の２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２６年４月１日

から２０２６年９月３０日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連

結損益計算書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書

及び要約中間連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第３１２条により規定された国際会計基準第３４号「期中財務報告」に準拠して、ＪＸ金属株式

会社及び連結子会社の２０２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第３４号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するため

に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しています。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

ＪＸ金属株式会社(E01081)

半期報告書

41/41


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約中間連結財務諸表
	(1)要約中間連結財政状態計算書
	(2)要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書
	要約中間連結損益計算書
	中間連結会計期間
	要約中間連結包括利益計算書
	中間連結会計期間

	(3)要約中間連結持分変動計算書
	(4)要約中間連結キャッシュ・フロー計算書
	要約中間連結財務諸表注記


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

